
【歳　出】
比　較

決算額(Ａ) 構成比 決算額(B) 構成比 (Ａ)－(Ｂ)

議 会 費 94,638 1.2 95,675 1.3 △ 1,037 △ 1.1

総 務 費 948,132 11.5 1,022,444 13.5 △ 74,312 △ 7.3

民 生 費 2,955,068 36.0 2,742,832 36.1 212,236 7.7

衛 生 費 491,234 6.0 470,034 6.2 21,200 4.5

労 働 費 2,621 0.0 2,391 0.0 230 9.6

農 林 水 産 業 費 72,836 0.9 82,005 1.1 △ 9,169 △ 11.2

商 工 費 20,625 0.3 21,131 0.3 △ 506 △ 2.4

土 木 費 754,087 9.2 876,714 11.5 △ 122,627 △ 14.0

消 防 費 289,973 3.5 280,831 3.7 9,142 3.3

教 育 費 823,870 10.0 830,284 10.9 △ 6,414 △ 0.8

災 害 復 旧 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

公 債 費 552,371 6.7 555,521 7.3 △ 3,150 △ 0.6

諸 支 出 金 1,204,180 14.7 615,742 8.1 588,438 95.6

予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

歳出合計 8,209,635 100.0 7,595,604 100.0 614,031 8.1

○平成29年度一般会計決算概要＜歳出＞

（単位：千円、％）

科　　　目
平成２９年度 平成２８年度

伸　率

民生費

36%

総務費

12%

土木費

9%

教育費

10%

諸支出金

15%

公債費

7%

衛生費

6%

消防費

3%

その他

2%
民生費

総務費

土木費

教育費

諸支出金

公債費

衛生費

消防費

その他

平成29年度の歳出は、前年比6億1,403万円（＋8.1％）の増額となる82億964万円でした。
主な歳出について、民生費、衛生費、消防費は前年より増額、総務費、農林水産業費、土木費、教育費
及び公債費は前年より減額となっています。
主な変動要因として、民生費は、障害者自立支援給付費、子育て支援医療費、介護保険事務処理シス
テム改修、保育所等給付費、民間保育所施設等整備費補助金及び国保繰出金により、前年度比2億1,224

万円の増額。総務費では、前年度の情報システム強靭性向上構築業務がなくなったため減額。土木費
は、道水路新設・改良工事費及び下水道特別会計操出金の減により、前年比1億2,263万円の減額。公債
費についても、償還額のピーク時期を経過しているため減額となっています。歳出については、扶助費の
増額に伴い、普通建設事業費が減額する傾向にあります。


